
Ⅰ . 問題意識と研究目的

拙稿（2012b）では特定銘柄に満足した消費者による商品情報比較サイトへの投稿情報は，

それが特に高価格帯銘柄である場合に，当該銘柄の売れ行きにより大きな正の影響を及ぼし

ている可能性があることを示した。これは商品情報比較サイト利用の普及に伴って，メーカー

が商品開発の面で非価格競争を志向し易くなる可能性を示唆するものであり，メーカーは

「高価格帯銘柄の発売」「高価格帯銘柄群においては真に消費者の満足度を高める非価格要素

を重視」という点に機会を見出す可能性があることを指摘した。一方，拙稿（2012a）では，

消費者の情報探索コストまで大幅に削減し，しかも価格志向が強い消費者を引き寄せ易い価

格比較サイト上においては，販売価格競争から距離を置く小売店もなお少なからず存在する

ものの，最安値近傍での激しい販売価格競争に参加する小売店の割合が実店舗よりも高いこ

とを確認した。

両研究の結果から生じる疑問は，商品情報比較サイト / 価格比較サイトの普及に伴って，

メーカーは「真に消費者の満足度を高める非価格要素を重視」した非価格競争の可能性を見

出すものの，そうした志向に基づいて発売される商品も小売段階で結局は価格競争に引き込

まれてしまい，メーカーもその圧力を受けざるを得ないのではないかという点である。拙稿

（2011）および拙稿（2012b）では，我が国における代表的な価格比較サイトである価格 .com

に掲載されているデータを用いて分析を行った結果，消費者満足度の平均値が高い銘柄程，

売れ筋ランキング順位数は小さくなる，すなわち売れ行きが良くなる可能性があることを示

した。しかしながら，売上げが見込める売れ筋商品は多くの小売店が販売を競おうとするも

のであることから，メーカーからの供給量が十分である場合には小売店間の販売価格競争が

激しくなる可能性がある。もちろん，商品が売れ筋である場合でも，例えば Apple 社のよ

うに流通チャネルをしっかりとコントロールできる程のブランド力を有するごく限られた

メーカーは販売価格競争を抑制して高い利益率を上げているが，開放的流通チャネル政策を

採用している多くのメーカーの場合，商品が売れ筋である程，小売店間の販売価格競争が激

しくなっている可能性がある。こうしたことから，後者の場合，「（非価格競争を志向しての）
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消費者満足度が高い商品の開発→良好な売れ行き→小売段階における激しい販売価格競争」

という連鎖が見られる可能性についても考えることができる。

そこで本稿では，価格比較サイトにおいてネット小売店舗間の販売価格競争の結果として

生じる販売価格最安値 1）の変化の全体的な傾向について確認した上で，小売店間のそうした

販売価格競争がメーカーにいかなる影響を及ぼし得るのかという問題について考察する。銘

柄単位のネット小売店舗間販売価格競争の特徴に関しては，拙稿（2012a）において一時点

における小売店間の販売価格分布に着目したクロスセクション分析を行ったが，今回の分析

においては販売価格競争の実態を動態的に把握してそのメーカーへの影響に関する洞察を得

るために，各銘柄の販売価格最安値の時系列的な変化に注目する。データの整合性の観点か

ら，今回の分析においてもこれまでの研究 2）同様，価格 .com のデータを用いる。　

Ⅱ . 個別銘柄の販売価格に関わる動態的競争

ここでは先ずネット上における個別銘柄の販売価格に関わる動態的競争の特徴について確

認する。水野・渡辺（2008）はネット上における個別銘柄の販売価格競争に関して，店舗間

価格順位の変化の方が店舗間価格水準の相対的な変化よりもクリック確率に与える影響が大

きいことを実証的に明らかにし，消費者は相対価格よりも価格順位の方を重視していると

結論付けている。このことは，1 円でも安い店で購入しようとする消費者が少なからずいる

こと，すなわちネット上での販売価格競争が厳しいものであることを示している。その一

方で，水野らは店舗への「ひいき（事前の選好）」を理由に挙げることにより，完全には一

物一価とならないという点を強調している。しかしながら，ネット上においても完全に一物

一価とならない理由にはネット小売店舗側の事情も関わっている。ネット小売店舗間の販売

価格競争の特徴としてしばしば取り上げられるものにダイナミックプライシング（dynamic 

pricing）という手法がある。そこでここではこの手法の特徴について，先行研究において

明らかにされている点をまとめておく。

ダイナミックプライシングは市場の状況や個々の顧客の愛顧状況等に応じて，同一の小売

業者が同一商品の販売価格を機動的に変える価格設定手法である。ダイナミックプライシン

グの慣行は，時期によって需要が大きく変動し保存が利かない商品を販売する観光業等では

以前より採用され成果を上げてきたが，近年では特にオンライン取引において幅広い商品に

対して適用される傾向にある（Weisstein et al. 2013）。インターネットの普及は「多品目の

価格変更に伴うコストの減少」および「消費者の価格比較サイト利用の増加」を通じて，ダ

イナミックプライシングの採用を増加させた（Kannnan and Kopalle 2001）。例えばアメリ

カでは，Amazon.com が General Electric 社の電子レンジの価格を 1 日に 9 回変えていたこ

とが観察された。また同国の子供服小売業者 Cookie's は Amazon.com のサイト上でランキ
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ング最上位に表示されるようにするために，価格設定ソフトウェアを用いて 15 分ごとに価

格を変更していた（Angwin and Mattioli 2012）。こうした手法が導入可能となった技術的

な背景について言及した先行研究もある。需要に関わるデータの入手可能性が向上したこと，

価格変更を容易にする技術が開発されたこと，顧客に応じた価格設定を行うための意思決定

ツールが利用し易くなったこと等によって，ダイナミックプライシングの導入が促進され

た（Elmaghraby and Keskinocak 2003）。より具体的には，そうした技術革新によってオン

ライン小売業者は同一商品の価格を需要や消費者個々の特性（購買のタイミング，利用頻度，

見込み顧客か既存顧客か等）に応じて変えることが可能になった（Gelbrich 2011; Kannnan 

and Kopalle 2001）。すなわちダイナミックプライシングによって小売業者は消費者余剰の

獲得を最大化するよう顧客ごとに販売価格を変えることが可能となったのである（Grewal 

et al. 2011）。こうしたことから，適切なダイナミックプライシングの導入は小売業者の利益

を増加させる（Elmaghraby and Keskinocak 2003; Kung et al. 2002; Shahay 2007）。そして

それ故，ダイナミックプライシングは価格競争圧力に対抗する手段として小売業者に幅広く

訴求する（Kannnan and Kopalle 2001）。ダイナミックプライシングが有する以上のような

特徴を踏まえ，先行研究においては市場における価格メカニズムへの影響についても言及さ

れている。インターネットの普及に伴い，コストの透明性が増加した一方，探索コストは減

少したため，価格競争が容易になった。これによって価格は下落して一物一価の方向に進む

と考えた論者もいたが，実際には技術革新はダイナミックプライシングという別の方向に向

かう手法の普及も促進した（Kung et al. 2002; Shahay 2007）。

以上のように，ダイナミックプライシングは導入の容易さと利益面での効果の両面から，

特にネット小売店舗によって採用されてきた。価格 .com 上の販売価格最安値更新情報等に

よって，我が国においてもこうした手法が用いられているのを確認することができる。但し，

ダイナミックプライシングに焦点を当てた先行研究においても，個々のネット小売店舗が

そうした手法を採用していくことによって，ネット小売店舗間の販売価格競争の激しさがど

の程度緩和され得るのかといった，市場全体への影響については必ずしも十分には焦点が当

てられていない。ダイナミックプライシングはネット小売店舗によって採用され易いという

点を考慮しても，一時点における店舗間の販売価格分布に注目してクロスセクション分析を

行った拙稿（2012a）において明らかにした通り，ネット小売店舗間の販売価格競争は実店

舗間の販売価格競争よりも厳しい傾向にあると考えられる。そこで次節では，価格 .com の

時系列データを用いて，ネット小売店舗間の販売価格競争の状況について確認する。さらに，

そうしたネット小売店舗間の販売価格競争の在り方がメーカーにいかなる影響を及ぼし得る

のかについても考察する。　
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Ⅲ . 分析

今回の分析には 2013 年 8 月 15 日（木）16 時時点で価格 .com に掲載されていたデータを

使用した。対象品目については，掲載銘柄数が多く分析時の標本数を確保し易いこと，拙稿

（2012b）においても対象品目として選定しており分析結果を対比しつつ考察し易いことの 2

点により，液晶テレビを選定した。続いて分析対象銘柄を選定した。価格 .com には各銘柄

について最長 2 年間の販売価格最安値データが掲載されている。上記基準時点で液晶テレビ

に関する「人気売れ筋ランキング」に掲載されていた全 400 銘柄のうち上位 100 銘柄と，そ

れには入らないものの 10 名以上の採点者による満足度平均値が掲載されていた 40 銘柄の合

計 140 銘柄を候補として残した 3）。上位 100 銘柄に入らない銘柄の大半を候補としなかった

理由は，発売から日が浅いにもかかわらず販売店数が少ない等の理由により，販売価格最安

値データが不安定である場合が多かったためである。それにもかかわらず 10 名以上の採点

者による満足度平均値が掲載されていた 40 銘柄を追加したのは，上位 100 銘柄の中で発売

後 18 ヶ月以上経過した銘柄は僅かに 8 つしかなく，販売価格最安値の時系列的な変化の傾

向を把握するには少な過ぎたためである。上位 100 銘柄には入らないものの 10 名以上の採

点者による満足度平均値が掲載されていた 40 銘柄中，18 銘柄が発売後 18 ヶ月を経ていた。

10 名以上の採点者による満足度平均値が掲載されていた 40 銘柄については発売から時間が

経っている場合も多く，またデータも比較的安定していたため，分析対象銘柄の候補とした。

今回の分析では販売価格最安値の時系列的な変化に焦点を当てたため，140 の候補銘柄から，

販売価格最安値の変化が特に激しい発売後 3 ヶ月間の最安値データを収集できない 19 銘柄

は除外することとし，最終的に残りの 121 銘柄を分析の対象として選定した。

価格 .com が提供する時系列データでは日ごとの販売価格最安値を追跡できるようになっ

ている。また，直近の最安値に関しては最大 40 件まで短時間内に生じた更新状況まで確認

することができる。拙稿（2012a）で論じた通り，価格比較サイト上では実店舗間と比べて

販売価格競争が厳しい傾向にある。このため最安値業者が 1 日のうちに目まぐるしく入れ替

わることも珍しくはない。こうした状況の下，前節で述べた通り，ネット小売店舗は状況

に応じて迅速かつ頻繁に販売価格を変更するダイナミックプライシングを用いることも多

い。この手法においては必ずしも常に最安値を目指して販売価格を引き下げていくのではな

く，全体的な利益を考慮して販売価格を引き上げる局面も生じる。また同一銘柄同一時点の

販売価格を顧客間で違えることもあり得る。但し，本稿では個々のネット小売店舗の販売価

格設定行動そのものではなく，それが市場全体としての販売価格最安値の動向にいかなる影

響を及ぼし，それによって当該銘柄を供給するメーカーにいかなる影響を及ぼし得るのかと

いう点に焦点を当てている。このため，販売価格最安値の短時間の変動や顧客間の差異より
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も，販売価格最安値の変化の全体的な傾向を把握することが重要となる。そこで先ずデータ

そのものを概観することによって，販売価格最安値の変化の全体的な傾向を把握するために

適切であると思われる期間の長さを検討した。その結果，発売後 3 ヶ月間程度は最安値の下

落が激しく，その後は下落率が緩やかになる銘柄が多いという傾向が観察された。そこで最

安値の変動が顕著な最初の半年については 3 ヶ月ごとの値を確認し，その後は半年おきとす

るのが適切であると判断し，発売直後，発売後 3 ヶ月時点，同 6 ヶ月時点，同 12 ヶ月時点，

同 18 ヶ月時点の最安値について集計を行うことにした。

図表 1　最安値指数平均値の推移

最安値指数平均値
（発売後 18 ヶ月以上経過した
  26 銘柄の平均値の推移）

最安値指数平均値（銘柄数）発売後経過月数

 0  100.0 （121） 100.0 
 3  66.6 （121）  59.8
 6  62.9（ 93） 54.7
12  59.8（  59） 49.8 
18  68.2（  26） 56.8

注）最安値指数は発売直後の最安値を 100 とした場合の，発売後 3ヶ月時点，6ヶ月時点，12 ヶ月時点，
18 ヶ月時点における最安値の水準を示している。点線は各期間についてのデータがある全銘柄の最安値
変化率平均値に基づいて順次算出した仮想的な最安値指数平均値を示しており， 実線は発売後 18 ヶ月以
上経過した銘柄の最安値を発売直後から追跡した際に実際に観察される最安値指数の平均値の推移を示
している。
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図表 1 は分析対象銘柄の最安値が発売後，時間の経過と伴にどのように推移しているのか

についてまとめたものである。最安値指数は発売直後の最安値を 100 とした場合の，発売後

3 ヶ月時点，6 ヶ月時点，12 ヶ月時点，18 ヶ月時点における最安値の水準を示している。表

中の最安値指数平均値（銘柄数）はグラフでは点線で示してある。こちらの値は各期間の期

首と期末の最安値データがある全銘柄（発売直後 / 発売後 3 ヶ月時点 121 銘柄，発売後 3 ヶ

月時点 / 同 6 ヶ月時点 93 銘柄，発売後 6 ヶ月時点 / 同 12 ヶ月時点 59 銘柄，発売後 12 ヶ月

時点 / 同 18 ヶ月時点 26 銘柄）の最安値変化率平均値に基づいて算出したものである。発売

後 3 ヶ月時点の最安値指数平均値は分析に用いた全 121 銘柄のデータに基づいて算出したも

のであるが，同 6 ヶ月時点の最安値指数平均値は，全 121 銘柄のデータに基づいて算出した

発売後 3 ヶ月時点の最安値指数を基準として，発売後 3 ヶ月時点 / 同 6 ヶ月時点両方のデー

タがある 93 銘柄の最安値変化率平均値に基づいて算出した。同様に発売後 12 ヶ月時点の最

安値指数は同 6 ヶ月時点の指数を，発売後 18 ヶ月時点の指数は同 12 ヶ月時点の指数を，そ

れぞれ基準にして順次算出した。したがって，最安値指数平均値（銘柄数）において示され

ている値は特定銘柄の最安値指数の変化を追跡して集計したものではなく，仮想的な最安値

指数平均値である。仮想的であるにもかかわらずこうした値を掲載した理由は，全期間を通

じて最安値を追跡できた銘柄数が 26 と少なく，そうした銘柄に限って集計すると，販売価

格競争の全体像を捉える上で重要度が高い売れ筋ランキング上位銘柄の多くが除外されてし

まうためである。一方，表中の最安値指数平均値（発売後 18 ヶ月以上経過した 26 銘柄につ

いての平均値の推移）はグラフでは実線で示してある。こちらはそれら 26 銘柄の最安値を

発売時から追跡した際に観察された最安値指数の平均値の推移を示している。

図表 1 のグラフが示す通り，点線・実線いずれについても，発売後 3 ヶ月間は販売価格最

安値が大きく下落する傾向にあることが分かる。その後は下落率が緩くなり，発売後 12 ヶ

月を過ぎると上昇に転じる傾向にある。そこでここではこうした傾向が生じる原因について，

ネット小売店舗間の販売価格競争の在り方という観点から考察する。図表 2 は価格 .com デー

タから得られた各変数の相関係数を示している。統計的に有意な関係が認められた組み合わ

せについては印が付いているが，相関係数算出のために利用することができた銘柄数があま

りにも少な過ぎる組み合わせもある。また，異時点における最安値の相関係数は .92 〜 .99

と非常に高いが，これは他銘柄と比較した場合の各銘柄の相対的な価格水準が分析対象期間

を通じて維持されていることを示しているに過ぎない。

以上のような注意点はあるが，表中には重要な示唆を有する結果も示されている。最安値

下落率は販売価格競争の激しさの程度を示していると考えられるが，各銘柄の販売価格競争

の激しさに影響を及ぼしていると考えられるのが，当該銘柄を扱っている販売店の数である。

表 2 に示されているように，販売店数が多い銘柄程，直近の値下がり率が大きい傾向にある

（相関係数 -.48）。図表 3 は分析対象銘柄について発売後経過月数と販売店数の関係をまとめ
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たものであるが，発売後 6 〜 12 ヶ月までは販売店数に大きな変化はみられず，この間は販

売店間で激しい販売価格競争が続いている可能性があることを示している。一方，それ以降

は販売店数の平均値が急激に減少しており，販売価格競争も峠を越しつつあるようにみえる。

図表 1 において発売後 12 ヶ月を過ぎた銘柄の販売価格は上昇する傾向にあることが示され

ているが，これについても，そうした古い銘柄を取り扱う販売店の数は既に少なくなってお

り，販売価格競争は一段落しているという説明が可能であるように思われる。

しかしながら改めて図表 1 を見ると，販売価格最安値の下落が著しいのは，販売店数が減

り始める時点よりかなり前の発売後 3 ヶ月時点までである。この点について考察する上で参

考になるのが，図表 2 において，最初の 3 ヶ月間の最安値変化率と次の 3 ヶ月間の最安値変

化率との間に負の相関（-.29）が示されているという点である。これは最初の 3 ヶ月間で最

安値が大きく下落した銘柄の方が，その後 3 ヶ月間の最安値下落率は低い傾向にあるという

ことを示している。このことは，激しい販売価格引き下げ競争によって，発売後 3 ヶ月程度

で多くの銘柄の販売価格最安値はネット小売店舗にとって既に利益が出にくい水準にまで下

落してしまっており，そこからさらに大幅には下落しにくい状態になっている可能性がある

ことを示していると考えられる。メーカー・小売業者双方にとって利益を犠牲にしない販売

価格水準には限界があり，発売後早期に厳しい販売価格競争に直面した銘柄は，利益が出に

くい販売価格水準に早く到達する傾向にあるという可能性を考えることができる。

本稿の研究目的との関係から問題となるのは，以上のようなネット小売店舗間の販売価格

競争がメーカーにいかなる影響を及ぼし得るのかという点である。すなわち，商品情報比較

サイト / 価格比較サイトの普及に伴って，メーカーは「真に消費者の満足度を高める非価格

要素を重視」した非価格競争の可能性を見出すものの，そうした志向に基づいて発売された

商品も小売段階で結局は価格競争に引き込まれてしまい，メーカーもその圧力を受けざるを

得ないのではないかという問題である。冒頭で述べた通り，より具体的には，「（非価格競争

を志向しての）消費者満足度が高い商品の開発→良好な売れ行き→小売段階における激しい

販売価格競争」という連鎖が見られる可能性について考察する必要がある。このうち「（非

価格競争を志向しての）消費者満足度が高い商品の開発→良好な売れ行き」という部分につ

いては，拙稿（2011）および拙稿（2012b）においてその可能性について確認した内容であ

図表 3　発売後経過月数と販売店数

対象銘柄販売店数平均値発売後経過月数 対象銘柄数
3ヵ月以上 6ヵ月未満
6ヵ月以上 12 ヵ月未満
12 ヵ月以上 18 ヵ月未満
18 ヵ月以上 24 ヵ月未満

27
35
33
26

43.1
43.4
14.4
6.7

注）今回のデータにおける個別銘柄販売店数の最大値は 65。
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るため，本稿では取り上げない 4）。

そこでここでは「良好な売れ行き→小売段階における激しい販売価格競争」という部分

について考察する。図表 2 に示されているように，売れ筋ランキング順位数が小さい銘柄程，

すなわち売れ行きが良い銘柄程，販売店数は多いという傾向がある（相関係数 -.66）。相関

係数のみから因果関係について論じることはできないが，「多くの販売店で扱われる銘柄程，

売れ行きも良くなる」「売れ行きが良い銘柄程，多くの販売店で扱われ易い」というように，

両変数間には双方向の影響関係を想定することができる。また先述の通り，販売店数が多い

銘柄程，直近の値下がり率が大きい傾向にある（相関係数 -.48）。こうしたことから，売れ

筋ランキング順位数が小さい銘柄程，すなわち売れ行きが良い銘柄程，直近の最安値下落率

が大きくなり易い傾向にある（相関係数 -.35）。その一方で，図表 2 では満足度と各期間の

最安値変化率との間の相関係数はいずれも有意とはなっていない。したがって，今回の分析

結果だけから「（非価格競争を志向しての）消費者満足度が高い商品の開発→良好な売れ行

き→小売段階における激しい販売価格競争」という連鎖について十分に確認できたとはいえ

ない。しかしながら，拙稿（2012b）において論じた通り，商品情報比較サイト利用の普及

に伴って，メーカーにとって消費者満足度が高い高付加価値商品を発売し易い条件は整いつ

つあるものの，今回の探索的な分析の結果は，それのみによってメーカーは必ずしも価格競

争圧力から距離を置くことができるとは限らないことを示しているといえよう。　

Ⅳ . まとめと研究課題

本稿では価格 .com の時系列データを用いてネット小売店舗間の販売価格競争の特徴につ

いて確認した。Ⅱ節で確認した通り，個々のネット小売店舗は販売価格競争圧力を回避して

利益を上げるためにダイナミックプライシング戦略を利用することが可能になってきている。

しかしながら，今回の分析結果によると，市場全体としては発売後 3 ヶ月程度で，メーカー・

小売業者双方の利益率の観点から，それ以上大幅には下がりにくい水準にまで販売価格最安

値が下落してしまっている可能性がある。今回の分析において対象としたのは価格 .com に

登録されているネット小売店舗であったが，当然のことながらその動向は実店舗にも大きな

影響を及ぼし得る。拙稿（2010）ではこうしたネット時代の販売価格競争圧力の高まりに対

しては，取扱商品の差別化が小売業者にとって有力な手段となり得ることを指摘した。関

連するアクセサリーやサービスによる差別化もそうした手法の範疇に入るといえよう。但し，

売れ筋となり得る中核的な商品による品揃えの差別化は困難であることが多い。SPA（製

造小売業）方式や大手実店舗小売業者によるプライベートブランドはこうした問題への有力

な対策になっているといえよう。そうした戦略そのものについてはここで簡単に論じること

ができるようなテーマではないが，本稿を含めたこれまでの拙稿論文との関係に絞っていえ
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ば，価格比較サイト利用の普及によって消費者が特定銘柄の販売価格情報を収集し易くなっ

た今日の状況にとりわけ適したものであるとみなすことができる。その理由は，拙稿（2012a）

におけるクロスセクション分析において明らかにしたように，実店舗間の場合には販売価格

最安値は必ずしも市場全体の販売価格を代表しているとはいえなかったのに対して，価格比

較サイト上では販売価格が最安値近傍に集まり易いためである。このため，今回の研究で示

したように，価格比較サイト上において，発売後 3 ヶ月程度でそれ以上大幅には下がりにく

い水準にまで販売価格最安値が下落してしまっているとした場合，どの小売業者でも扱える

商品の利益率という観点からすると，多くの小売業者はその時点で既に厳しい状況に直面し

ている可能性がある。銘柄間価格競争の影響は受けるとしても同一銘柄に関する小売業者間

販売価格競争については独自銘柄であるが故に回避し得る SPA 方式やプライベートブラン

ドについては，ネット時代に特徴的な状況に対する打開策という観点からも論じることがで

きよう。

以上は今回の分析結果を小売業者との関係において考察したものであるが，本稿ではむし

ろ小売業者によるそうした販売価格競争の状況によって，メーカーがいかなる影響を受ける

可能性があるのかという点に問題意識があった。拙稿（2012b）において指摘した通り，消

費者満足度を高める方向での高付加価値商品による非価格競争の余地は拡大しているが，前

節における分析結果は，それだけではそうした高付加価値商品もそうではない商品と同様に

販売価格競争に巻き込まれてしまう可能性があることを示していた。冒頭でも触れたように，

Apple 社は販売チャネルを絞って販売価格の下落圧力を回避して利益を上げているが，同社

のような圧倒的なブランド力がないと同様の流通チャネル政策の採用は困難である。販売価

格下落圧力との関係でいえば，個別銘柄の商品としての満足度だけでは回避は困難で，総合

的なブランド力が問われているともいえよう 5）。

最後に今後の研究課題についてまとめておく。先ず小売段階の問題であるが，今回の研究

では市場全体の販売価格最安値の推移に焦点を当てたが，それがダイナミックプライシング

のような個別企業が採用する価格戦略の普及によっていかなる影響を受けているのか，例え

ばダイナミックプライシングの普及が市場全体の販売価格最安値下落速度を緩和しているの

か否かといった点については考察することができなかった。また，一見すると奇妙にもみえ

る発売後一定期間以降の販売価格最安値上昇傾向に，そうした個々の企業の価格戦略がいか

なる影響を及ぼしているのかも今後検討すべき課題の 1 つであろう。次にメーカー段階の問

題に関してであるが，今回の研究では「（非価格競争を志向しての）消費者満足度が高い商

品の開発→良好な売れ行き→小売段階における激しい販売価格競争」という連鎖を念頭に置

いて分析を行い，その可能性を確認したが，今回の分析は探索的なものであり現時点で明確

なことを述べられる段階にはない。そうした連鎖的な影響関係に関しては今後引き続き精査

していく必要がある。さらに，仮にそうした連鎖的な影響関係がみられた場合，メーカーが
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採り得る対応策の糸口がいかなるものであるのかについても解明できるような分析枠組みを

考えていく必要があると思われる。また，今回の分析では液晶テレビに関するデータのみを

使用したが，他の品目に関するデータによる検証も必要である。

注────────
1）Rajendran and Tellis（1994）は外的参照価格の中では最低価格が最も影響力があることを実証

的に明らかにしている。また，一時点における特定銘柄の販売価格分布についてクロスセクショ
ン分析を行った拙稿（2012a）では，価格 .com のような価格比較サイトにおいては販売価格が
最安値近傍に集中する傾向があることを確認した。したがって，最安値は販売価格競争の状況
を把握する上で最も適切な指標であると考えられる。実際，価格 .com においても最安値が最も
強調されており，最安値についてのみ時系列データも掲載されている。

2）拙稿（2011，2012a，2012b）。
3）10 名以上の採点者による満足度平均値が掲載されていても発売後 2 年超となっているために発

売直後の販売価格最安値の変化を捕捉できない銘柄については対象としなかった。
4）満足度平均値と売れ筋ランキング順位数の間の相関係数は .08 と小さいが，今回の分析では拙稿

（2011，2012b）において売れ筋ランキングに最も強く影響することを確認した発売後月数を考
慮していないため，両者の本来の関係を明らかにするのは難しいと考えられる。

5）経済産業省と公正取引委員会はメーカーが小売店に販売価格を指定することを容認する検討に
入った。日本経済新聞 2013 年 6 月 19 日付け夕刊 1 面。しかしながら，仮にそうした手法が独
占禁止法上で容認されるようになったとしても，ブランド力の無いメーカーにとっては採用が
困難であると考えられる。また，ブランド力は弱いものの消費者満足度の高い商品を開発でき
る能力を持つメーカーの場合，有力小売チェーンと協力して PB 商品を開発することにより，小
売段階での販売価格下落圧力を回避するという方法も考えられるが，小売業者との力関係によっ
てはそれより前の段階において強い価格引き下げ圧力を受ける可能性があると考えられる。
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